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１．支援プロジェクト認定・助成金制度について 
　府内ものづくり中小企業が行う新たな技術開発の取組みを「ものづくりイノベーション支援プロジェクト」として認定し、事業の研究開発や設計・試作、特許・市場調査などの取組みに必要な経費の一部を助成します。
なお、本事業は「平成31年2月定例府議会大阪府一般会計予算」の成立を前提に事業化される停止条件付の事業です。予算が成立しなければ、取組みを募集したに留まり、いかなる効力も発生しません。
　　【認定申請者・助成対象者】
　　・技術開発に共同で取り組もうとする中小企業者及び支援機関を含む共同事業体の代表者
・代表者は中小企業者とし、代表者が助成金申請等を行い、大阪府は代表者に対して認定及び助成金交付を行う。

・共同事業体の構成員は、大阪ものづくりイノベーションネットワーク（注１）に入会している企業会員と支援機関会員とする。
・上記の中小企業者は、府内に主たる事務所（登記簿上の本店）を有し、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項第１号に規定する製造業に属する事業を主たる事業として営む者（注２）とする。ただし、食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業を除く。また、みなし大企業（注３）は除く。

　　・技術開発の主な拠点を大阪府内におくこと。
　（注１）大阪ものづくりイノベーションネットワーク
　　　府内ものづくり中小企業の技術開発支援の強化の目的で大阪府が設置しているネットワークです。本プロジェクト認定及び助成金制度の応募には、ネットワークへの加入が条件となっています。入会手続きは、次のホームページをご覧ください。
　　　※ＨＰアドレス　http://www.pref.osaka.jp/mono/sangakukan/innovation.html 
（注２）
	主たる事業として営んでいる業種
	資本金・従業員規模

	製　造　業
	３億円以下 又は ３００人以下


　（注３）みなし大企業

　　　次のいずれかに該当する中小企業者
　　　　・発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有する。
　　　　・発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有する。
　　　　・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占める。
　【支援プロジェクト認定～助成金交付・その他支援までの流れ】









【対象事業・助成金額・交付予定件数】

	第４次産業革命枠
	新たな製品・技術を開発する事業のうち、ＡＩ、ＩｏＴ、またはロボット等関連のもの
（１件あたり上限２００万円・助成率２分の１以内）
	７件程度

	基盤技術開発枠
	新たな製品・技術を開発する事業
（１件あたり上限１５０万円・助成率２分の１以内）
	３件程度


○「ＡＩ、ＩｏＴまたはロボット等関連のもの」とは、次のような事業をいいます。

（１）第４次産業革命に関連するＡＩ、ＩｏＴまたはロボット等を新規に導入または改良することにより品質等の向上を図り、新たな製品・技術の開発を行うもの。
（２）ＡＩ、ＩｏＴまたはロボット等第４次産業革命に関連する新たな製品・技術の開発を行うもの。
※内容によっては第４次産業革命枠の対象とならない（基盤技術開発枠の対象となる）ものもありますので、事前に事務局へご確認ください。

	（注）設備投資を目的としているもの（単に既製品の製造を行うもの、技術的な開発要素がないもの）
は助成金の対象となりません。


【事業実施期間】　交付決定日（２０１９年４月下旬予定）から２０２０年３月１３日（金）まで
　【助成対象経費】※代表者（中小企業者）が支出するものに限り対象とする。
	経費区分
	細目
	助成対象経費の内容

	技術開発費
	開発事業費
	原材料費、消耗品費、機械装置又は工具器具の購入・製造・改良・据付け・借用・保守又は修繕に要する経費、外注加工費

	
	開発委託費
（※１）
	共同研究費、技術開発事業の一部を委託する経費

	技術調査費
	調査事業費
	技術調査費、特許調査費（※２）、市場調査費、技術波及調査費、試験分析費、試作品提供費、展示会出展経費（※３）

	事 務 費
（※４）
	活　動　費
	企業、共同研究機関、外部有識者等への謝金・旅費

	
	事　務　費
	資料購入費、印刷製本費、運搬費、翻訳料、会議費

	
	そ　の　他
	上記に掲げるもののほか特に必要と認める経費


　※１ 開発委託費は、技術開発費の２分の１以内とする。
　　　　※２ 特許調査費は、出願費用（いわゆる「出願前調査」「審査請求前調査」）、中間手続費用（拒絶理由通知への対応費用）、設定登録費用とする。
　　　　※３ 展示会出展経費は、認定プロジェクトにおいて開発した試作品等の出展の目的で行うものとし、本格的な販売活動につながる出展経費は含まない。本経費については、事前に大阪府と調整を行うものとする。
　　　　※４ 事務費は、事業の実施に直接関係するものに限る。その他の経費については助成対象外となるものもありますので、事前に大阪府に確認すること。
　　（主な対象外経費）
　　　　・交付決定日より前に契約（発注）や支出を行った経費

　　　　・直接人件費、振込手数料、汎用性のあるパソコン等や量産用機械の購入経費

　　　　・消費税及び地方消費税に係る経費
　　　　・本事業実施期間内に、国、地方公共団体やそれらの関連機関、または金融機関、その他法人から助成制度の適用を受けた事業
２．支援プロジェクトの提案について
　
【募集期間】２０１９年２月２０日（水）～３月２０日（水）
　　　　　　　午前９時３０分から午後５時まで（※土・日を除く）
　　　　　　　※提出書類に不備がある場合は受理できませんので、余裕を持ってご提出ください。
　【提出書類】

　　次の書類を必要部数作成の上、事務局に持参してください。
	① ものづくりイノベーション支援プロジェクト計画書（様式１：７部）

※計画書以外に写真や資料を添付していただいても結構です。
② 直近２年間の決算報告書の写し（共同事業体代表者の決算内容が分かる賃借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等の資料：７部）

※個人事業主の場合は、直近２年間の所得税申告書の写しを提出してください。
③ 共同事業体構成員全ての概要が分かる資料（７部）

※パンフレット、ホームページの会社概要を印刷したもので結構です。（可能であればＡ４サイズ）
④ 納税証明書（未納がないことの証明：１部）※発行日から３カ月以内のもの
・大阪府の府税事務所が発行する府税（全税目）の納税証明書（原本）
⑤ 履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書（１部）※発行日から３カ月以内のもの
※個人事業主の場合は、発行日から３カ月以内の印鑑証明書
⑥ 要件確認申立書（様式１－２号：１部）
⑦ 暴力団等審査情報（様式１－３号：１部）


　　（注）※提出書類は審査結果にかかわらず返却いたしませんので、あらかじめご了承ください。
　　　    ※提出書類の内容を補足するために、追加の資料を依頼することがあります。
　　　　　※④、⑤の書類は、発行まで時間がかかる場合もありますので余裕を持ってご準備ください。

　　　　　※提出書類⑥の記載内容については、大阪府補助金交付規則（以下「規則」という。）第４条第

２項第３号の規定に基づき、規則第２条第２号イに該当しないことを審査するため、大阪府暴力団排除条例第２４条に基づき、大阪府警察本部へ提供されます。

　　　　　※①～③の提出書類は、Ａ４サイズに統一、①～③の順にクリップ留めしたものを７セット作成してください。

※書類への穴あけ、ファイル綴じの提出は不要です。
※①の提出書類は、電子媒体（ワード）をＣＤ－Ｒ等にて併せて提出してください。
※①～③の提出書類のうち、①の原本１部は押印が必要です。その他はコピーでも可能です。その際は両面コピーでお願いします。
【認定までのスケジュール（予定）】
　　◆２０１９年３月２８日（木）　提案者によるプレゼンテーション
（外部の有識者等で構成する審査会）
※前年度は、プレゼンテーション（8分）及び質疑応答（10分）

　で実施。プレゼンテーション等の時間は変更となる可能性があります。詳細は、募集締切り後に提案者に対して通知します。

　　◆２０１９年４月初旬　　　　　支援プロジェクト認定
　【審査・認定】

　　・提案のあったプロジェクトは、(１) 技術面、(２) 事業化面、(３) 政策面、(４) 実現性、(５) 事業金額及び費用積算根拠の妥当性、を中心に審査を行い、支援の必要性及び府の施策効果などを総合的に勘案して認定の可否を決定します。

　　・認定結果は、全ての提案者に対して、書面で通知するとともに、代表者名、プロジェクト名称・概要、プロジェクト構成員（企業・支援機関の名称等）を大阪府ホームページにて公表します。
【助成金の交付手続き】
　　・助成金の交付手続きについては、支援プロジェクト認定事業者に連絡します。
　　・助成金の交付は、予算の範囲内で行います。交付予定金額、件数を超えてプロジェクトの認定を行った場合は、審査において高い評価を受けたプロジェクトから順に助成金を交付するものとします。
　　　※認定された事業者全てに助成金を交付できるとは限りません。
　【問合せ・提出先】(事務局) ※提出書類は直接ご持参ください。
大阪府商工労働部中小企業支援室ものづくり支援課　産学官連携推進グループ
　　　　　　〒577－0011　東大阪市荒本北１丁目４番１７号
　　　　クリエイション・コア東大阪北館１階
　　　　　　電　話：０６－６７４８－１０５５／ＦＡＸ：０６－６７４８－１０６２
　　　　　　Ｅmail：sangaku@gbox.pref.osaka.lg.jp
３．その他支援について
　　支援プロジェクトの認定を受けた共同事業体の構成員のうち、府内の中小企業者（製造業に属する事業を主たる事業として営む者に限る）は、次の融資制度の利用についてご相談いただけます。

※ご融資相談の際は、事務局が発行する「プロジェクト認定書」をお持ち下さい。
（１）大阪府制度融資（金融機関提案型融資）
金融機関提案型融資は、金融機関自らが、その業態など特性を活かし、金融機関自らが商品提案し、融資目標を掲げる取組みです。

　　ものづくり企業を支援するメニューのうち、自治体等の支援策に認定されたものが対象となるものは次のとおりとなります。
～池田泉州銀行「ものづくり応援ローン」～（2019年2月20日現在）
　【対　象】大阪府内で製造業を営む中小企業者

　【金　額】＜信用保証付＞

　　　　　　　 2億8,000万円（うち、無担保8,000万円）以内

     　　　 ＜信用保証なし＞　　　

　　　　　　　 10億円（保証付分含む）以内

　【期　間】＜信用保証付、信用保証なし＞

　　　　　　　運転(有担保・無担保)　７年以内

　　　　　　　設備(有担保)　１０年以内

　  　　　　　設備(無担保)　　７年以内

　         　（据置期間１２ｶ月以内）

　【金　利】銀行所定金利

　　　　　※「大阪府ものづくりイノベーション支援プロジェクト」認定企業、「元気なモノ作り中小企業３００社」
選定企業、「大阪ものづくり優良企業賞」受賞企業、「おおさかエコテック」普及対象事業を営む事業者
は、別途金利引下げがあります。

　【保証人】個別相談

　【担　保】個別相談

　【その他】詳しくは、池田泉州銀行のホームページをご参照下さい。

　　　　　　http://www.sihd-bk.jp/houjin/shikin/si/detail1.html
（２）北おおさか信用金庫「北おおさかものづくり支援融資‘創るくん’」
　【対　象】大阪府・国等の行う「ものづくり中小企業」支援策の認定を受けられた方で直近決算で経常利益を計上し、かつ債務超過でない方

北おおさか信用金庫の会員資格を有する方

　【金　額】10,000千円以内
　　　　　　繋ぎ資金は、補助金申請額の80％以内かつ10,000千円以内

　【期　間】運転 3年、設備 5年（繋ぎ資金は１年以内）

　【金　利】短プラ＋0.5％の変動金利

　【その他】詳しくは、北おおさか信用金庫（審査部）にお問合せください。
　　　　　　電話：072-621-9305
４．チェックリスト 
事務局への書類提出前に必ず確認してください。　

	確　認　事　項
	備考

	【要件確認】　（３頁参照）
　□　府内に主たる事務所（登記簿上の本店）を有しているか。
　□　製造業に属する事業を主たる事業として営む中小企業者であるか。
　※みなし大企業は対象外
□　新たな製品・技術開発であるか。
　□　共同事業体の構成員に支援機関が入っているか。
　□　企業と支援機関共に大阪ものづくりイノベーションネットワークに加入しているか。
　　　※ネットワーク未加入の場合は、３ページを確認してください。
　□　府税に係る徴収金を完納しているか。
　
【提出書類】　（５頁参照）
　□　①ものづくりイノベーション支援プロジェクト計画書（様式１）×７部
　　　　※計画書以外に写真や資料を添付も可能
　□　②直近２年間の決算報告書の写し（共同事業体代表者の決算内容が分かる賃借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書等の資料）×７部

※個人事業主の場合は、直近２年間の所得税申告書の写しを添付
□　③共同事業体構成員全ての概要が分かる資料　×７部

　　　　例：パンフレット（可能であればＡ４サイズ）、
ホームページの会社概要を印刷も可能
　□　④大阪府の府税事務所が発行する府税（全税目）の納税証明書（原本）×１部
　　　　※発行日から３カ月以内のもの
　□　⑤履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書　×１部
※発行日から３カ月以内のもの

※個人事業主の場合は、発行日から３カ月以内の印鑑証明書

　□　⑥要件確認申立書（様式１－２号）×１部
　□　⑦暴力団等審査情報（様式１－３号）×１部
□　上記①～③はＡ４サイズに統一、①～③の順にクリップ留めしたものを７セット
　　※提出書類は審査結果にかかわらず返却いたしません。
　　※提出書類の内容を補足するために、追加の資料を依頼することがあります。

　　※書類への穴あけ、ファイル綴じの提出は不要です。
※①の提出書類は、電子媒体（ワード）をＣＤ－Ｒ等にて併せて提出してください。
※①～③の提出書類のうち、①の原本１部は押印が必要です。その他はコピーでも可能です。その際は両面コピーでお願いします。
	押印漏れに注意



【募集期間】２０１９年２月２０日（水）～３月２０日（水）
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